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１．ブルーエコノミーの国際動向

東京財団政策研究所／笹川平和財団海洋政策研究所 
主任研究員 小林正典 

渡邉 敦  

１－１ ブルーエコノミーの系譜と展開 

 地球の共有資源（グローバル・コモンズ）である海洋を巡る課題は、重要な地球規模課題として国際的な議論
が進められている。海洋生態系や海洋環境の変化、海洋と人々の暮らしの関係など、様々な課題は相互に関連し
ているが、それらを包含する政策課題として、ブルーエコノミーが重要視されている。水産業や海運、マリーン・
スポーツや観光、洋上風力発電など海洋に関連する経済活動を海洋経済、もしくはブルーエコノミーと呼んでい
て、国際会議ではここ数年重要課題と位置づけている。 
 海洋は地球表面の 72％、生物が生息する空間である生物圏の 95％を構成しているなど、陸地よりも断然広く、
一部の内陸国を除いては、世界の国々の多くは海に接し、世界 196ヵ国のうち海に囲まれる、ないしは海に接し
ている国は 150 ヵ国に及ぶ1。世界の人口 78 億人のうち、40％が沿岸から 150km 以内に暮らしているとも言わ
れており、世界の多くの人々は海の恵みを享受していると言われている2。水産業、海運、海洋レジャーや観光、
洋上風力発電、海水淡水化、海底地下資源などを含めたブルーエコノミーの経済規模は全世界で年間 2.5 兆米ド
ル（約 300兆円）とも言われており、世界第 7位であるフランスの 2.9 兆米ドルのGDPに次ぐ大きさと推定さ
れている。特筆すべきは、このブルーエコノミーは、2030 年までの今後 9年間に 2010 年比で倍増する、つまり、
急拡大すると見込まれている分野であるということである3。もう一つの特徴は、ブルーエコノミーの概念が太平
洋島嶼国により提唱されている点である。陸地面積や人口、経済規模では小さい太平洋をはじめとする地域の島
嶼国が広大な排他的経済水域（EEZ）を有していることから、2012 年の国連での持続可能な開発会議（リオプラ
ス 20 サミット）では、太平洋島嶼国の代表団が環境配慮型の経済をグリーンエコノミーと呼んだのに対し、海
洋環境の保全と持続可能な利用を通じた経済をブルーエコノミーと呼んで、島嶼国の経済振興支援を訴えたこと
からブルーエコノミーの概念や施策が議論されるようになった4。 
 経済協力開発機構（OECD: Organisation for Economic Co-operation and Development）は『2030 年の海洋経
済』と題する報告書の中で、海洋経済を海洋生態系と海洋産業の相互関係の総和として提示した5。その後は世界
銀行やアジア開発銀行をはじめ、様々な組織が海洋経済やブルーエコノミーに関しての議論を展開した。笹川平
和財団海洋政策研究所は、『海洋白書 2019』の中で、ブルーエコノミーの系譜や構図、政策的課題について詳述
している6。エコノミスト社は、『2030 年における持続可能な海洋経済』の中で、「ブルーエコノミーとは、永続
的に海洋環境を保護しながら、長期的経済開発や社会的繁栄のために海洋資源を涵養する持続可能な海洋経済を
意味する」と述べている7。「海洋経済」と「ブルーエコノミー」の表現は互換的に利用される場合が多いが、「ブ
ルーエコノミー」は概念自体に持続可能性を包含させて使用されている例が多い。ただ、例えば、ケニアが 2018
年 11 月に主催した会議は「世界持続可能なブルーエコノミー会議」と呼ばれ、日本政府およびカナダ政府が共
催し、各国首脳を含む 1 万 6 千人以上が世界各国から参加したが8、このように持続可能性が付加的に明示され
る場合もある。 
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１－２ 持続可能な海洋経済の構築に向けたハイレベル・パネル 

ブルーエコノミー推進に向けては、2018 年にノルウェー政府が呼びかけ、14 ヵ国の首脳および国連事務総長
海洋特使により構成される「持続可能な海洋経済の構築に向けたハイレベル・パネル（海洋パネル）」が設立され
た。ノルウェーのエルナ・ソルベルグ首相（当時）および、パラオのトミー・レメンゲサウ Jr.大統領（当時）が
共同議長を務め、現在は、ノルウェーのヨーナス・ガール・ストーレ首相および、パラオのスランゲル・ウィッ
プス Jr.大統領が共同議長を務めている。日本からは、当初は安倍晋三総理（当時）、その後は菅義偉総理（当時）、
現在は岸田文雄総理がメンバーとして参加している。この海洋パネルは、首脳グループを支えるシェルパ（代理
代表）グループ、世界各国の87名の専門家により構成される「専門家グループ」、世界のNGO（Non-Governmental 
Organization）や研究機関、民間企業や国際機関など 131 の団体により構成される「諮問ネットワーク」がその
活動を支援している9。2020 年には海洋経済に関連する様々なテーマについて 22 の課題別報告書や特別報告書
を刊行し、2020 年 12 月に政策提言を含む最終報告書『持続可能な海洋経済のための変革』を発表した10。この
最終報告書の内容については、笹川平和財団海洋政策研究所が 2020 年 12 月 3日に「国際シンポジウム 持続可
能な海洋経済の構築に向けたハイレベル・パネル政策提言―持続可能な海洋経済と国際連携推進に向けて」をオ
ンラインで開催している11。海洋パネルによる政策提言では、2025 年までに領海・排他的経済水域を持続可能な
海洋計画に従って100％持続可能な形で管理するとの決意を表明するとともに、海洋の豊かさ、健全性、衡平性、
知識、ファイナンスの 5 つの柱の下に、2030 年までに世界各国が国家管轄権内の海域を持続可能な形で管理す
るよう奨励する項目など、76の提言が提示された。現在、ノルウェー政府および関係国は第 2フェーズの立ち上
げに向け協議を進めており、今後の同パネルおよび諮問ネットワーク等の活動が更に展開していくことが期待さ
れている。

１－３ ブルーエコノミーの推進に向けた制度構築 

 ブルーエコノミーについては多様な課題が取り組まれている12。下記、いくつか例示を試みる。 

(1) 海洋保護区の設定と持続可能な漁業の調和 
 2021 年 6 月 11-13 日に開催されたイギリス・コーンウォールサミットで採択されたカービスベイ首脳コミュ
ニケにおいて、「2030 年までに少なくとも陸域および海域の少なくとも 30％を保護する」と謳われた13。我が国
は 2020 年 4 月に改正された自然環境保全法に従い、同年 12 月に小笠原周辺の 4 カ所の海域を海洋保護区とな
る「沖合海底自然環境保全地域」として指定した。それ以前は海洋保護区の割合は、8.3％となっていたが、小笠
原周辺海域の沖合海底自然環境保全地域の指定により、13.3％に増加した14。一方、世界平均では保護区は 2021
年 7月時点で陸域が 15.67%、海域が 7.65%に留まっている15。 
東アジア諸国の EEZ 内で限定的となっている海洋保護区をどのように拡大できるのか、また、公海において

海洋保護区の設定をどのように模索するのかなどの課題が挙げられている。2030 年までに少なくとも 30％の海
洋を保護するとの目標は、必ずしも各国別の目標ではなく、世界平均として理解されているものの、海洋保護区
の拡大の動きを継続していく必要があり、持続可能な漁業の実現といった政策目標との調和を国内、そして海外
で模索していく必要がある。 
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(2) 違法・無報告・無規制（IUU: Illegal, Unreported and Unregulated）漁業の撲滅 
 世界の魚種の 34%が過剰漁獲されており、漁業資源の保全と持続可能な利用は世界的な課題となっている。過
剰漁獲や漁業資源の枯渇の要因として、近年、対策が重視されているのが、違法・無報告・無規制（IUU）漁業
で、IUU漁業による水産物漁獲は世界全体漁獲の 20%、海域によっては 50%にも達し、経済的損失は年間 100-
235 億ドルと見積もられている。乱獲や IUU 漁業の撲滅やそうした漁業につながる補助金削減は重要な政策課
題で、特に有害補助金削減は、漁業資源の保全に繋がるばかりか、そうした資金を別の用途に使用することで資
源保全や生計改善につなげることができ、世界貿易機関での合意が待ち望まれている。 

(3) 海洋プラスチック汚染対策 
 加速度的なプラスチックゴミの海洋流出が問題視され、2050 年には魚よりもプラスチックゴミが多くなると
の将来予測が発表されたことで、プラスチックゴミの削減や海洋流出の廃絶を目指す取り組みが進められている。
プラスチックによる海洋汚染を阻止するためのプラスチック海洋汚染削減目標や、規制の国際的標準化を目指し
た国際協定の策定に向けた政府間交渉委員会の設立が目指されている16。使い捨てプラスチック製品の利用削減
やリサイクルの推進と併せて、重視されているのが廃棄漁網の管理、回収、リサイクルで、日本では、ベンチャ
ー企業が回収とリサイクル事業を始めている。海洋プラスチックゴミや廃棄漁網の削減に向けた事業形態の変更
や社会連携、制度改革等が求められる。 

(4) 海運における脱炭素 
 2021年 4月 22-23日にアメリカのバイデン大統領が主催した気候リーダーズサミットでは、各国首脳により、
アメリカは 2030 年までに 2005 年比で温室効果ガスを 50-52％削減、イギリスは 2035 年までに 1990 年比で
78%削減、日本は 2030 年までに 2013 年比で 46-50%削減する目標を発表した17。海洋に関しては、洋上風力発
電などを漁業や地域社会と連携しながら拡大していくことが期待される。一方、海運においては、国際海事機関
（IMO: International Maritime Organization）が 2030 年までに二酸化炭素の排出量を 2008 年比で 40%、2050
年までに 70%を削減するとともに、温室効果ガス総量を 2050 年までに 2008 年比で 50%削減する目標を掲げて
いる18。我が国においても様々な団体が参加するコンソーシアムによるプロジェクトが立ち上がり、液化天然ガ
スと風力、水素、アンモニアを燃料候補として 2028 年にゼロエミッション船の導入が目指されている19。漁業や
海洋観光分野においても、電動船外機の利用への関心が高まっており、海運や水産業、海洋観光や港湾設備にお
ける再生可能なエネルギー利用の推進が注目されている。 

(5) ブルーエコノミーの実現には資金供与制度の確立や投資促進が有効である。インド洋に位置するセイシェル
は 2008 年に 3 億３千万米ドルの対外債務支払い不履行に陥り、債権国グループであるパリクラブと交渉し、債
務の 45%の放棄を取り付ける一方、2015 年には EEZ の 30%を海洋保護区化するとの方針を打ち出し、21 万 6
千米ドルの支払い約束手形を「セイシェル保全・気候変動適応トラスト（SeyCCAT: Seychelles Conservation and 
Climate Adaptation Trust）」に発行した20。SeyCCATはこの資金を利用し、ブルー・グラント基金を設立、海洋
保全事業に 6 千米ドルから 140 万米ドルの資金を提供する制度を創設している21。また、セイシェルは 1500 万
米ドルの海洋保全のための国債、ブルーボンドを世界で初めて発行している。世界銀行が 5百万米ドルの債務保
証を行った他、地球環境ファシリティが 5 百万米ドルの低利融資を行っている22。海洋分野への民間金融機関や
投資家による投資が活発になることも期待されており、投資会社は持続可能な水産業など、ブルーエコノミーの
推進に向けた投資案件の発掘を進めている23。 
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１－４ 我が国におけるブルーエコノミー推進に向けた可能性と課題 

 ブルーエコノミーの推進に向けては、①異業種間連携、②学際的アプローチ、③情報・コミュニケーション技
術（ICT: Information and Communication Technology）を含む技術の活用、④GIS（Geographic Information System）
や衛星データなどの利用、⑤海洋情報の融合、⑥海洋空間計画の立案・実施、⑦科学・研究、⑧革新的手法・イ
ノベーション、⑨人材育成、⑩社会協働、⑪気候変動対策・適応、⑫国際連携など様々な課題があげられる。海
洋・沿岸生態系を保全しつつ、持続可能な開発実現に向け海洋および海洋資源を持続可能な形で利用していく政
策や制度、資金供与をはじめ、社会協働や国際連携を推進する国際的な気運を高め、こうした分野で我が国が先
進的・牽引的役割を果たすことは極めて有用と考えられる。地の利を活かし、ブルーエコノミー推進に寄与して
いくことは、世界的な海洋の保全や生計改善を支援しうるだけではなく、地政学的な海洋利用における法の支配
や持続可能性の推進の実現を促し、海を世界の公共財として保全し、持続可能な形で利用する仕組みの強化に繋
がるものである。ブルーエコノミー推進を我が国の海洋基本計画や国際協力の施策の重要な柱として位置付け、
産官学民の協働を促し、太平洋・インド洋をはじめとする世界の海洋国家との連携を進めていくことの意義は大
きく、そのため取り組みの拡充を図ることが肝要である。 
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